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■2016年は 6年ぶりの加速 

2016年 10～12月期の実質 GDPは前年同期比
＋4.9％と前期（同＋5.0％）からほぼ横ばいで推
移した（右図）。この結果、16年の成長率は＋5.0％
と 6年ぶりに小幅加速した。 

10～12月期を需要項目別にみると、政府消費の
減少と輸入の増加が成長率を押し下げたことが見

て取れる。 
政府消費の減少の背景には、政府の歳出抑制ス

タンスがある。16年 7月に就任したスリ・ムルヤ
ニ財務相は、財政支出の拡大による景気底上げよ

りも財政規律の維持を優先している。このため、

インフラ整備などに充当される資本支出を除いた

中央政府の支出は、10～11 月に前年同期比▲
5.8％と減少に転じた。 
一方、輸入の増加は、堅調な内需や輸出の拡大に連動したものである。民間消費はインフレ率

が比較的低水準で推移していることなどを背景に、底堅く推移したほか、総固定資本形成はイン

フラ整備の進展などが牽引した。輸出は、中国、韓国、米国向けを中心に、動植物性油脂や輸送

機器、化学製品などが増加した。 
これらの状況を踏まえれば、インドネシア景気は成長率こそほぼ横ばいであったものの、底堅

く推移しているとみるのが妥当であろう。 
 
■未加工鉱石の禁輸規制を緩和 
こうしたなか、エネルギー・鉱物省は 17年 1月 12日、14年 1月以降、一部を除いて禁輸措

置が取られていた未加工鉱石輸出の規制緩和を発表した。禁輸規制の緩和による税収増と雇用拡

大を目的としている。企業は①インドネシア国内の製錬所の製錬能力の 3割を使うこと、②国内
供給が需要を上回っていること、③5 年以内に鉱物資源を洗練するための特別な事業許可を取得
すること、④外資系企業は 10年以内に株式の 51％以上をインドネシア政府、地方政府若しくは、
インドネシア資本の民間企業に売却すること、などを条件に未加工鉱石の輸出が可能となる。こ

の規制緩和により資源輸出は徐々に持ち直すことになろう。 
 17年のインドネシア景気を展望すると、外需は中国の景気減速や経済構造転換が引き続き懸念
材料ではあるものの、米国や日本、ASEAN 諸国の景気が持ち直すことや、上記禁輸規制の緩和
を受け鉱物輸出が増加することなどから緩やかに持ち直すと見込まれる。一方、内需は、総固定

資本形成がインフラプロジェクトの進展や、16年後半の利下げ効果による民間投資の拡大などを
背景に堅調に推移すると予想される。 
 もっとも、民間消費の顕著な回復は期待しづらい。ルピア安基調や原油価格の上昇から先行き

インフレ圧力が高まり、家計の購買力を低下させると予想されるためである。実際、17年 1月の
インフレ率は＋3.5％と上昇基調にある。 
以上を総じて、先行きのインドネシア景気は持ち直し基調が続くものの、大幅な加速は難しい

とみておくべきであろう。 
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2016年 10～12月期は＋4.9％成長 
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＜実質GDP成長率と需要項目別寄与度＞
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